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1　これまでの取組状況について

（1）本市の行財政改革

　第一次竹田市行財政改革大綱（以下「第一次行革大綱」という。）<推進期間：平成17年

度～平成21年度>、第二次竹田市行財政改革大綱（以下「第二次行革大綱」という。）<推

進期間：平成22年度～平成26年度>、第三次竹田市行財政改革大綱（以下「第三次行革

大綱」という。）<推進期間：平成2７年度～令和元年度>および第四次行革大綱（以下「第

四次行革大綱という。）」<推進期間：令和2年度～令和6年度>を基本に行財政改革に取り

組んできました。

　第一次行革大綱は、a）平成17年「地方公共団体における推進のための新たな指針」

（以下「集中改革プラン」という。）を踏まえ、より一層の行政改革の推進に努めるよう要請

があったこと　 b）平成18年「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」（以下「平成18年指針」という。）により、更なる推進を要請されたこと　ｃ）平成17年4月1

日、1市3町が合併し、合併のメリットを最大限発揮し、 新市建設計画の基本方針を念頭

に置き、限られた人的資源や財源を有効かつ最大限に活用し、地方分権の時代に相応

しい簡素で効率的な行財政運営の仕組みをつくること　d）市民本位の開かれた行財政運

営と、スリムで効率的な行財政体制の確立を図ること　等を基本に策定し、行財政改革に

取り組んできました。

　第二次行革大綱は、更なる行財政改革の必要性から第一次行革大綱の基本方針に加

えて、a)「経営」を意識した経営能力の高い自治体を目指すこと　b)PDCAサイクル〈Plan計

画Do実施Check点検Aｃtion改善〉に基づく更なる職員の資質の向上と意識改革に努め、

自ら考え自ら実行する姿勢で積極的に推進すること　c)簡素で効率的な財政運営を確立

すること等を基本に行財政改革に取り組んできました。

　さらに第三次行革大綱では、これまでの大綱を踏襲しつつ、a)厳しい財政状況と職員数

の減に対応した事務事業、定員管理の見直し　ｂ）簡素で効率的な組織・機構の見直し

c)行政サービス　の向上等に取り組みを進め、職員数の削減や市債残高の削減及び公

共施設等総合管理計画の策定などに取り組んできました。

　第四次行革大綱では、ケーブルテレビ番組制作部門の指定管理、保健師の本庁集約、

各支所の地域振興課の廃止など、さらなる組織のスリム化・効率化を図るとともに、ＤＸ推

進に特化した情報推進課を設置するなど、組織・機構の見直しを進めてきました。

　《竹田市の位置・地勢》
　竹田市は、大分県の南西部に位置し、北にくじゅう連山を背
し、南に阿蘇外輪山、祖母山を望みます。
　また、東は大分市、豊後大野市、西は熊本県、南は宮崎県、
北は九重町、由布市に接しています。
　地形は、周囲を山々に囲まれた標高250ｍの盆地から標高
900ｍ程度の高原地帯を経て、標高1,700ｍ級の山々が連なる
山岳地帯まで起伏に富んでいます。西には阿蘇の外輪山から
続く台地が広がり、大規模な農業地帯が形成されており、北はく
じゅう連山の南麓に広がる広大な高原地帯です。
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（2）本市の財政状況 （数値資料：財政状況資料集（令和5年度））
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　人件費は、歳出経費の中でも義務的経費と呼ばれ、そのほとんどが市が毎年支払わなければならない経常経
費です。
　合併当初、広域連合からの採用もあり、消防職を含め５２２人の職員を抱え、経常収支に占める人件費の割合
は、４０％を超えていました。令和６年４月現在、職員数３２７人と１９５人（額にして１７億円）減少しており、経常収
支比率に占める割合も３０％余りと減少しています。給料カットを含め、事務事業を見直しながら行財政改革を進
めてきた成果であると考えられます。
　しかし、自主財源の少ない本市では、地方交付税の動向や類似団体との比較にも、注意を払いながら、今後とも
改革を推進していかなければなりません。
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　経常収支比率は、毎年必ず必要となる経費（経常経費）を賄う財源（経常一般財源）にどれだけの余裕があるか
の指標です。この数値が１００を超えるということは財源に余裕がない状態であり、基金を取り崩すなどして市の財
政を運営しなければなりません。
　平成２２年度に大きく改善していますが、これは政権交代に伴い、地方交付税が８億円ほど増額支給されたため
です。
　公債費は、繰り上げ償還の実施や平成２１年度のケーブル事業以降、借り入れの抑制により効果が出ています
が、今後、火葬場の再整備や防災情報伝達体制整備事業（ＩＰ告知システム更新）等の大型事業により再び増加
傾向にあるため注視が必要です。
　本市の財政構造は上記からもわかるように地方交付税に大きく依存しており、地方交付税の動向に合わせた行
財政運営が今後とも必要不可欠となります。
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　財政調整用２基金とは、①財政調整基金、②減債基金の２つを基金を指します。予算の収支を調整するための
財源で、決算剰余金が出た場合その半分以上を財政調整用基金に積み立てることが義務付けられています。こ
れまで借り入れの抑制等により、令和５年度には４７億円余りの財政調整用基金を持つことができました。
　しかし今後は、これまでの大型事業に伴う借入金の返済や現在取り組んでいる市民サービスに直結した火葬場
の再整備、防災情報伝達体制整備事業（ＩＰ告知システム更新）などにより、基金の取り崩し額が増加することが見
込まれます。
　また、合併特例債の終了に伴い有利な地方債が限られることから、地方債の借り入れを抑制する必要がありま
す。こうした厳しい財政状況の中、計画的に歳出を調整し健全な財政運営に努める必要があります。
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　これまで、返済額以上の借入れの抑制や金利の高い民間資金の繰り上げ償還などにより、地方債現在高の減
少に努めてきました。一方で、これまでの大型事業に伴う借入金の返済に加え、市民サービスに直結した、火葬場
の再整備や防災情報伝達体制整備事業（ＩＰ告知システム更新）などにより、地方債現在高は増加することが見込
まれます。引き続き将来負担を考慮した行財政運営を行う必要があります。
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（３）定員管理の取組状況

　市町合併時522名いた職員は令和６年度当初327名となり、195名の職員が減ったことになります。
　上記表からも読み取れますが、多い年度では20名を超える職員の減がありました。その減員に対応する取組と
して、課の統合や業務を見直す等を行ってきました。
　機構改革はもちろん、事務事業・機構の見直し、退職者の不補充などの行財政改革を進めてきた成果といえま
す。

　類似団体における人口1万人当たりの職員数を比較すると、急激に進む人口減少の影響を受け、類似団体134
団体中、一般行政職員数は109番目、普通会計職員数では、119番目に位置しています。
　今後は、人口減少速度に合わせたコンパクトでより機動力のある組織を構築していく必要があります。
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類似団体別職員数の状況

（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室）
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　竹田市の人口は、合併直後の２７，９２９人から、令和７年３月３１日現在、１８，６８８人と、この２０年で９，２４１人
減少しています。これまで行財政改革により職員数の縮小を行ってきましたが、それ以上に人口の減少率が大きく
なっています。竹田市の将来の人口推計を見ても、今後さらに人口が減少する見込みであることから、人口規模
にあった、コンパクトで機動力のある組織体制を構築していく必要があります。
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（４）事務事業関係の再編・整理等の年度別取組状況

　第１次大綱から第４次大綱までの主な取組は次のとおりです。 資料：総務課行政改革推進室

※議員に関する資料：議会事務局

●市長、助役、教育長の報酬減（平成18年1月1日から平成21年3月31日）

※市長▲12％　助役▲8％　教育長▲8％

●管理職手当の削減（部長、課長）

●議長、副議長、議員の報酬減（平成18年4月1日から平成21年3月31日）

※議長▲3％　副議長▲3％　議員▲3％

●職員給与の削減（平成18年4月1日から平成22年3月31日）

※職員▲5％

●議員政務調査費を平成18年度から平成20年度の間、18万円から14万円に減額

　する。

※政務調査費▲40,000円

●国体推進室を設置する。

●総合支所の再編（比較：平成17年4月1日⇒平成18年4月1日）

※荻総合支所 （6課⇒4課）

※久住総合支所 （7課⇒5課）

※直入総合支所 （7課⇒5課）

●総合支所の税務課を本庁に集約する。

●総合支所の市民生活課と保健福祉課を統合し、市民生活課とする。

●消防署荻分駐所を本署に統合する。

●地方自治法の一部改正に伴う一般職の会計管理者を設置する。（会計課長兼務）

●産業建設部に工事検査課を設置する。

●総務部企画情報課2係の業務を再編し、名称変更を行う。

※企画調整係⇒まちづくり推進係

※まちづくり・情報化推進係⇒情報化推進係

●産業建設部農林畜産課2係を統合する。

※林業振興係、庶務係⇒林業振興係

●消防本部予防課長の廃止

※庶務課、予防課、警防課⇒庶務課、警防課

●竹田市消防職員15名を豊後大野市消防職員に身分移管する。

●竹田学校給食調理場と荻学校給食調理場を統一し、竹田中央学校給食共同

　調理場とする。

※竹田学校給食調理場

※ 荻学校給食調理場

●竹田中央、久住、直入の学校給食調理場の調理及び搬送部門を民間委託する。

●議員にかかる県内日当を当分の間、支給しないこととする。

●職員（市長等含む）にかかる県内日当を当分の間、支給しないこととする。

平成17年度

平成18年度

第1次初年度

竹田中央学校給食共同調理場

第1次3年度

平成19年度

平成20年度

第1次2年度

第1次4年度

⇒
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●荻、久住、直入の教育課を廃止し、生涯学習課内の教育係とする。

●荻、久住、直入の各総合支所産業課に設置していた農業委員会支局を廃止する。

●下記の特殊勤務手当の額を見直す。

(1)　税務職員の特殊勤務手当

(2)　感染症防疫作業に従事する職員の特殊勤務手当

(3)　社会福祉業務に従事する職員の特殊勤務手当

(4)　行旅病人の保護又は行旅死亡人等の収容作業等に従事した職員の特殊勤務手当

(5)　清掃センター、衛生センター、浄光園に勤務する職員の特殊勤務手当

(6)　消防職員の特殊勤務手当

●市長の報酬減（平成21年6月1日から平成25年4月23日）

※市長▲30％

●副市長、教育長の報酬減（平成21年6月1日から平成22年3月31日）

※副市長▲25％　教育長▲20％

●議員改選時の定数を22名とする。

※参考：平成17年市町合併時定数28名　▲6名

●国体推進室を廃止する。

●農林畜産課を農政課とする。

●農林畜産課畜産係を廃止する。

●畜産センターを廃止し、新たに農政課の課内室として畜産振興室を設置する。

●部制から課制に移行する。このことに伴い、部長制を廃止する。

●荻、久住、直入各総合支所を支所とする。

●各支所を2課体制とし、年度中に2課2室体制とする。

※2課体制⇒市民生活課、産業建設課

※2課2室体制⇒荻支所：市民生活課、地域振興室、産業建設課、農業振興室

　　　　　　　　　　 久住・直入支所：市民生活課、地域振興室、産業建設課、商

　　　　　　　　　　 工観光振興室

●柏原保育所と荻保育所を統合し、荻保育所とする。

●議長、副議長、議員の報酬減（平成22年4月1日から平成25年3月31日）

※議長▲3％　副議長▲3％　議員▲3％

●職員給与の削減（平成22年4月1日から平成23年3月31日）

※職員▲5％

●議員政務調査費を平成22年度から平成24年度の間、18万円から14万円に減額

　する。

※政務調査費▲40,000円

●議員行政視察旅費を平成22年度以降、162,000円を120,000とする。

※行政視察旅費▲42,000円 　　　　

●ケーブルネットワークセンター（課）を新設する。

●建設課生活排水係を廃止し、新たに環境衛生課に生活排水係として設置する。

●各支所を2課2室体制から2課体制とする。（いきいき市民課、産業建設課）

平成22年度

平成21年度

第2次初年度

第1次最終年度
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●都野保育所を指定管理とする。

●菅生、玉来、城原、宮砥、都野、下竹田の各郵便局において、住民票等の発行

　業務を開始する。

●おおいた広域窓口サービスを開始する。（県内参加団体窓口において、「住民

　票の写し」「戸籍謄本・抄本」「印鑑登録証明書」等の各種証明書の交付が受け

　られるサービス）

●職員給与の削減（平成23年4月1日から平成24年3月31日）

※職員▲3％～▲5％

●生涯学習課、中央公民館、竹田市文化会館を統合し、生涯学習課とする。

●教育委員会総務課を教育総務課に課名を変更する。

●竹田市特定公共賃貸住宅を指定管理とする。

●職員給与の削減（平成24年4月1日から平成25年3月31日）

※職員▲3％～▲5％

●総務課に市長公室を設置する。

●総務課に防災危機管理官を配置する。

●ケーブルネットワークセンター（課）を廃止し、企画情報課に情報化推進室を設置する。

●生涯学習課に高校総体推進係を設置する。

●建設課に建築係を設置する。

●竹田市清掃センターの業務を民間委託する。

●市長、副市長、教育長の報酬減（平成25年6月1日から平成29年3月31日）

※市長▲30％　副市長▲13％　教育長▲10％

●職員給与の削減（平成25年4月1日から平成25年7月31日）

※職員▲3％～▲5％

●職員給与の削減（平成25年8月1日から平成26年7月31日）

※職員▲3.6％～▲6.6％

●議員改選時の定数を18名とする。

※参考：平成21年改選時定数22名　▲4名

●農政課林業振興係を林業振興室とする。

●竹田市衛生センターを民間委託する。

●企画情報課文化振興室をエコミュージアム推進室とし、エコパーク事務局とする。

●竹田市総合まちづくりセンター職員を正規職員とし、嘱託職員を廃止する。

●財政課管財係を市有財産経営管理室とし、新たに嘱託職員を配置する。

●農政課営農係をブランド推進室とする。

●建設課ダム・高規格対策係を、玉来ダム・中九州横断道路対策室とする。

●商工観光課に南蛮文化振興室を設置する。

●荻支所が荻福祉健康エリアへ移転（平成27年3月23日から業務開始済）

●福祉事務所を社会福祉課と高齢者福祉課に分課し、専門性の向上を図る。

●保険課と健康増進課を統合し、保険健康課する。

　保険課が所管していた業務のうち、介護保険は高齢者福祉課へ移管する。

平成26年度

平成24年度

平成25年度

第2次2年度

平成27年度

第3次初年度

第2次3年度

第2次4年度

第2次最終年度

平成23年度
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●入札・検査課を廃止し、会計課内に契約検査室を設置

●教育長「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」一部改正により

　定員１名減へ（特別職へ）

●職員給与の削減　※職員▲3％～▲6％

●企画情報課内設置となっていた総合まちづくりセンターを発展的解消し、

　都市デザイン課を設置。総合まちづくりセンター、建設課都市計画係、

　商工観光課の一部業務を引き継ぐ。建設課都市計画係は廃止する。

●税務課内の調整により３年間の時限措置で特別収納推進室を設置し、徴収率の

　向上に取り組む（平成28年10月設置）。

●会計課契約検査室の庶務係及び検査係を廃止する。

●大野川上流事業の体制整備のため、農林整備課大野川上流推進・農村計画係を

　大野川上流推進室と農村計画係に分ける。

●支所を１課２係体制とする。

　いきいき市民課及び産業建設課を地域振興課市民係及び産業建設係とする。

●技能労務職員の一般職への任用替えの実施（10名）

●養護老人ホーム南山荘を廃止

●荻保育所を譲与・民営化（社会福祉協議会へ）

●職員給与の削減　※職員▲1％～▲5.5％

●総務課行政改革推進室の専任配置を廃止。行政係長及び職員係長の兼務とする。

●企画情報課のスリム化を図る。エコミュージアム推進室と農村回帰推進室を統合し、

　新たにＴＯＰ戦略推進室を設置する。

●総合的な文化行政を展開するため、市長部局に文化政策課を新設する。

　あわせて総合文化ホールの開館準備を担う。

●水道課を廃止し、上下水業務を統合した上下水道課を新設する。

●環境衛生課を廃止し、生活排水係を上下水道課に、環境衛生係を市民課に

　それぞれ移管する。

●竹田キリシタン文化を観光資源として政策展開するために、商工観光課に竹田キリ

　シタン研究所を新設し、これまでの南蛮文化振興室を廃止する。

●文化財課の文化財管理係を廃止する（文化財係の1係）。

●議員改選時の定数を16名とする。

●市長、副市長、教育長の報酬減（平成29年7月1日から平成30年3月31日）

※市長▲12％　副市長・教育長▲8％

●職員給与の削減　※職員▲1％～▲6％

●企画情報課にまちづくり会社の調整・支援業務を都市デザイン課から移管し、企画

　情報課が担っていた文化関連事業を文化政策課に移管統合する。

●保険健康課管理係にこども診療所管理係を併設し、こども診療所建設を推進する。

●福祉行政部門と社会福祉協議会との連携強化のため職員１名を社会福祉協議会へ

　専任事務従事させる。

●上下水道課の水道料金等滞納業務の民間委託化（平成29年10月）に伴う

平成29年度

第3次4年度

第3次3年度

平成28年度

第3次2年度

平成30年度
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　職員数（1名）の減。

●子育て世代包括支援センター（すまいる）を設置する。

　当面は保険健康課及び社会福祉課からそれぞれ職員を配置する。

●市長、副市長、教育長の報酬減（平成30年4月1日から平成31年3月31日）

※市長▲12％　副市長・教育長▲8％

●職員給与の削減　※職員▲1％～▲6％

●組織の総括及び横断的な政策調整を行うため理事を新設する。

●防災体制の確立を図るため、総務課行政係から防災業務を分離させ

　防災危機管理室（総務課内室）を新設する。

●企画情報課に文化政策課が担っていた文化行政を移管、市民課環境衛生係が実施

　していたエネルギー関連事業を移管し政策の一元化を図る。

　城下町再生プロジェクトの総括、まちづくり会社・中心市街地との連携強化を主管する。

　この業務移管に伴い、ＴＯＰ戦略推進室を総合政策室及びまち未来創造室に分室する。

●文化政策課を廃止し、総合的な文化行政を企画情報課へ移管し、芸術文化事業の

　拠点として主にソフト事業を展開する総合文化ホールを課として設置する。

●子育て世代包括支援センター（すまいる）を社会福祉課内室とする。

●部落差別解消推進法の施行を踏まえ、人権・同和対策課を人権・部落差別解消推進課

　へ改称する。

●都市デザイン課を廃止し、担任事務を関係課に再編・移管する。都市整備・都市計画

　業務を主として、建設課内室（都市デザイン室）とする。

●上下水道課の水道料金等滞納業務に加え、収納業務の民間委託拡充に伴う

　更なる職員数（1名）の減。

●生涯学習課各教育係及び公民館職員の本庁集約を行う。

●文化財の保存活用の視点をまちづくりに活かすため、文化財課をまちづくり文化財課へ

改称する。

●市長、副市長、教育長の報酬減（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

※市長▲12％　副市長・教育長▲8％

●職員給与の削減　※職員▲0.5％～▲5.5％

●畜産振興室長・歴史文化館長に専門的知識経験者を配置（任期付き職員）。

●企画情報課まち未来創造室を廃止し、政策推進室に集約。

　　（政策推進と国勢調査への対応：過員配置１名（産休））

●企画情報課情報化推進室を廃止し、ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰを設置。管理職を配置し、

　ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業の民営化推進を行う。

　なお、民営化移行を見据え久住ｾﾝﾀｰ職員を１名減員。

●税務課特別収納推進室の人員を１名減員。

●市民課市民係の過員配置（令和元年１２月１日から）解消。

●子ども診療所に管理職・一般職の２名を配置。

●令和３年度保健師本庁集約に向けて、地区担当割振り・業務の見直し。

●社会福祉協議会事務従事１名の解消

令和元年度

第3次最終年度

令和２年度

第4次初年度
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●「ツーリズムおおいた」へ２年間派遣。（一般職員１名）。

●建設課の再編（２室４係→１室３係）及び人員１名減員。

●上下水道課生活排水係の滞納徴収部門を民営化し、１名減員。

●各支所の地域振興課長を廃止。

●総合文化ホール、保育士、図書館、消防本部にＯＢ活用。

●職員給与の削減　※職員▲0.5％～▲5.6％

●ケーブルテレビ番組制作部門の民営化（指定管理）に伴い、

　久住センター職員を１名減員。

●一般財団法人「竹田市文化振興財団」の設立に伴い、

　館長（任期付き職員）を１名減員、令和３年度については職員２名を派遣。

●竹田キリシタン研究所業務を民間にて実施。

　それに伴い商工観光課竹田キリシタン研究所長を廃止（１名減員）。

●保健師の本庁集約を実施。（保健師１名減員）

●企画情報課の過員配置解消（１名減員）

●消防本部に一般職管理職を派遣（１名）

●大分県市町村職員共済組合へ２年間派遣。一般職員１名。

●財政課、建設課、農業委員会、保健師業務にＯＢ活用。

●職員給与の削減　※職員▲0.6％～▲5.7％

●情報政策及び庁内・市全体のＤＸ推進に特化した部署を設置するため、

　「ケーブルネットワーク・情報政策室」を「情報推進課」に変更。

●上記情報部門の設置に伴い、「企画情報課」を「総合政策課」に名称変更。

●新規事業及び環境関連業務が増加しているため、「市民課環境対策室」を

　「環境課」とし、エネルギー関連業務を企画情報課から環境課へ移管する。

　これに伴い環境課を１名増員する。（企画情報課１名減員）

●竹田市の主要産業である畜産業をさらに推進するため、「農政課畜産振興室」を

　「畜産振興課」に変更。

●一般財団法人「竹田市文化振興財団」の公益財団化の手続きが完了したことに伴い、

　企画情報課付で同法人に派遣している職員１名を派遣終了。

●ツーリズムおおいたの派遣終了に伴い、商工観光課付の職員を1名減員。

●直入幼稚園の入園志願者が５人未満となったため、当該幼稚園を閉園。

●税務課から保険健康課へ後期高齢者医療保険の賦課業務を移管。

　これにより税務課１名減。（保険健康課は増員しない。）

●農地集積の目標達成に伴い、農政課付の豊肥振興局派遣を終了し１名減員。

●福祉現場を中心に、公認心理師等の心理職が担うべき業務は拡大傾向にある。

　これらの社会情勢に対応するため、正規職員として社会福祉課に公認心理師を配置。

●職員給与の削減　※職員▲0.5％～▲5.7％

●大分県市町村職員共済組合の派遣は、令和４年度末を持って終了し、

　総務課の正規職員１名減員とする。

●重点事業のＤＸを推進するため体制を強化する。

　情報推進課を「ケーブルネットワーク係」と「ＤＸ推進係」の２係とし、

　正規職員１名を増員する。

令和３年度

令和４年度

令和５年度

第4次2年度

第4次3年度

第4次4年度
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●財政課に課内室として「財産活用推進室」を設置する。正規職員２名を増員する。

●財政課財産活用推進室の設置に伴い、総合政策課を正規職員１名減員とし、 

 　企業誘致事務を財政課に移管する 。

●契約検査室を財政課の課内室とする。

●税務課の管理係と特別収納推進室を統合し、「収納管理室」とし、

　正規職員１名を減員する 。

●都市計画および中九州道の推進を図るため、建設課の都市・中九州道推進係を

　「都市計画係」、「中九州道推進係」の２係とする。

●職員給与の削減　※職員▲2.0％～▲5.0％

●大分県自治人材育成センターに１名派遣する。

●地域コミュニティ事業（３地区）の実証実験最終年となり、また、新たに２地区の

　実証実験に取り組むことから、総合政策課に「地域力創生係」を新設し、

　正規職員１名を増員し体制を強化する。

●４月１日時点で、こども診療所の再開時期が未定であるため、

　保険健康課付課長を配置せず、正規職員１名を減員する。

●児童福祉法の改正により、社会福祉課「子育て世代包括支援センター」を

　「こども家庭センター」とする。なお、現組織体制は変更せず、

　「すまいる」の愛称をそのまま引き継ぐ。

●白丹保育所は、令和５年度末をもって閉所する。

●旧玉来ダム事務所を建設課の執務室として活用する。これに伴い、

　現建設課に農林整備課（地籍調査係含む）を、現農林整備課に上下水道課を、

　現農林整備課地籍調査係に環境課を、それぞれ配置し、現上下水道課のスペースに

　市民ホールを設ける。

　また、７月から商工観光課の執務室は、本庁舎２階会議室に移動する。

●畜産振興課に専門的な知識経験のある者を任期付職員として配置する。

●消防指令業務の共同運用に伴い、大分市荷揚町複合公共施設内

　「おおいた消防指令センター」に１名派遣する。

●定年延長制度の導入に伴い、定年延長職員は５名、定年前短時間再任用職員は

　３名を専門員として配置する。

●議員改選時の定数を14名とする。

●市長、副市長、教育長の報酬減（令和6年4月1日から令和7年3月31日）

※市長▲10％　副市長▲5％　教育長▲3％

●職員給与の削減　※職員▲2.0％～▲5.0％

令和６年度

第4次最終年度
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2　第５次竹田市行財政改革大綱の基本的な考え方

（1）全庁体制での取組

　行財政改革は、職員一人ひとりが行財政改革大綱の目的を理解し現状を把握した上で、市長を

本部長とする行財政改革推進本部を中心に、全庁体制で取組みをすすめます。

（2）竹田市総合計画に基づく重点施策の推進・事務事業の見直し

　令和４年度に策定した「第２次竹田市総合計画」に基づいた活力あるまちづくりを積極的に推進し

つつ、事務事業評価等による優先順位や事業効果、その必要性について検証し、歳出の徹底的な

見直しを図ることにより、財政の健全化を図ります。

　また、予想される厳しい財政状況の中、市民が求める満足度の高い公共サービスを安定的に提供

できるよう、中長期的な視点で事業を見直します。

（3）改革意識からの組織の活性化

　職員が限られた人員と予算の中で多様化・高度化する行政課題に柔軟に対応できるよう常に改

革意識を持ち、基礎自治体の自立による経営型行政組織を目指します。

（4）改革プラン（実施計画）の作成・実践

　取組に際して、実効性のある実施計画を作成し実行します。

　計画の進捗状況については、行政改革推進本部において進行管理を行い、必要に応じて

助言・指導や見直しを行います。

（5）公共施設の適正化

　公共施設においては、今後の維持更新費の増大が懸念されるため、将来の人口動態や地域ごと

の特性を考慮しながら、廃止や統合等により財政負担の軽減を目指します。

《相互連携して、市民サービスの向上に努めます。》

竹田市本庁舎

竹田市荻庁舎

竹田市久住庁舎

竹田市直入庁舎

相
互
連
携

竹田

荻

久住

直入
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3　重点項目

（1）事務事業の見直し

①事務事業の整理効率化

　厳しい財政状況と職員が減少する中、行政の責任領域や関与の必要性を見直し、行政効率や効

果を勘案して、事務事業の整理効率化を推進します。

　事務事業の見直しをすすめるために、「P（計画）D（実施）C（点検）A（改善）」サイクルによる事務事

業評価シート等を活用して整理効率化を図ります。

②民間委託の推進

　行政運営の効率化や市民サービスの向上を図るため、民間の技術や効率性、経済性において

民間委託が適当なものについては、計画的に民間委託を推進します。

③指定管理者制度の推進

　多様化する市民ニーズに効果的かつ効率的に対応するため、施設の管理に民間能力を活用し

指定管理者制度を推進します。

④地方分権の進展に伴う自己決定・自己責任による行政運営

　地方分権改革では、国と地方のあり方を対等のパートナーシップと位置づけ、地域のことは

地域自らの判断と責任で課題に取組むことができるよう、権限委譲や義務付け・枠付けの見直し

等の改革を進めています。これまで以上に自己決定・自己責任による行政運営を進めます。

（2）組織・機構の見直し

①簡素で効率的な組織・機構への見直し

　社会情勢の変化、新たな行政課題や多様な市民ニーズに即応した施策を総合的・機能的に展

開できるよう簡素で効率的な組織・機構へ見直し、迅速かつ柔軟な横断的組織対応を行います。

②本庁及び支所のあり方

　人口減少に見合った定員管理を行っていく中で、本庁と支所の役割及び業務分担を再検討し、

簡素で効率的な組織・機構を見直していきます。

③消防本部の組織・機構の見直し

　消防本部の適正な規模を検証し、コンパクトで機動力のある組織・機構の見直しを図ります。

④教育委員会部局組織の見直し

　教育委員会部局の組織の見直しを図ります。

行政改革
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⑤学校の統廃合の推進及び統合後の跡地利用について

　小学校及び中学校の統合については、地域の実情や今後の出生率、児童数等を勘案しながら

長期総合教育計画に基づいて推進します。

　また、統合後の跡地利用については、企業誘致、売却、廃止等を積極的に検討していきます。

⑥審議会等の充実

　審議会等の持つ役割や機能等を十分に発揮できる体制づくりを進め、適正な運営を図ります。

　また、審議会等の委員の選任については、男女共同参画社会にふさわしく女性委員の積極

的登用を図るなど、公正の確保に努めます。

（3）定員の適正化及び給与の適正化

①定員管理の適正化

　定員管理にあたっては、人口減少など社会経済情勢の変化や新たな地域の課題を踏まえ

対応すべき行政需要の範囲や施策の内容及び手法を見直しながら適正化を図ります。

　行政需要の増加や多様化が見込まれる中、新たな行政需要に対応すべく、よりコンパクトで

これまで以上に効率的、効果的な行政運営が求められます。

　事務事業の整理や組織の見直しを図り、職種や部門による聖域を設けけることなく適正な

配置や組織体制となるように努めます。

　また、定年年齢の段階的な引上げや職員の年齢構成、退職職員の推移などを見極め、類似

団体職員数の状況を比較、参考にしながら定員管理計画の策定を検討していきます。

③適正な給与水準の維持及び制度運用

　情勢適用の原則や国家公務員の取扱に準拠し、類似団体都市の状況や本市の財政事情を

考慮して、適正な給与水準を維持するとともに、適正な給与管理、職員の勤労意欲につながる

よう制度運用に努めます。

④時間外勤務手当の縮減及びその他手当の見直し

　時間外勤務手当の縮減に努め、職員の健康管理と働き方改革を推進します。

　その他の手当についても、支給対象や支給基準等の見直しを進めます。

（4）外郭団体の見直し

①公社の管理運営の効率化

　公社等の外郭団体については社会情勢の変化を踏まえつつ、その設立の目的や業務の内容

及び機能等について見直しを行い、業務執行の効率化等運営の改善を図ります。

②出資法人の検討・見直しと整理合理化

　市が出資している法人について、出資の目的、業務内容や市が関与している必要性について

検討を行い、整理合理化を図ります。
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（5）行政サービスの向上

①窓口における対応の改善

　適切な接遇の徹底、縦割り主義的な対応の是正等、市民との接点における職員の応接の改善に

努めます。

②市民の利便性の向上

　行政手続きのオンライン化、窓口のデジタル化を図り、市民満足度の向上と業務の効率化を

図ります。

　加えて、マイナンバーカードの普及、利用促進の推進を図るとともに電子申請等を活用した

サービスの拡充を図り、市民の利便性の向上と行政手続きのペーパーレス化、事務の効率化を

図ります。

③職場環境の改善

　職場環境の改善を、住民サービスの向上に結びつけます。市民にわかりやすい表示や配席

並びにプライバシーの配慮など、市民目線で取組みます。

　また、女性の視点や意見を取り入れ、より働きやすい職場環境の構築に努めます。

（6）行政の情報化の推進

①行政の情報化、業務効率化の推進

　自治体情報システムの標準化・共通化にあわせたシステムの改修及び改善を実施し、行政の

情報化、業務効率化を推進します。

②ICT（情報通信技術）の積極的な活用

　社会経済環境が多様化・複雑化する中、ICTを利活用したサービスが多様化しています。

　ICTの積極的な活用により、行政サービスの質的な向上や行政効率化を図ります。

　（※ICT利活用事例・・・医療連携・遠隔支援、救命救急支援、防災情報共有等・・・）

③ＡＩ・ＲＰＡの利用推進（業務自動化による生産性向上）

　人口減少社会において、高度化・複雑化する業務に対応していくため、ＡＩ・ＲＰＡを活用する

ことにより、業務のあり方を刷新することで業務の効率化を図り、行政サービスの向上につなげます。

（7）市民との協働による行政運営の推進

①市民と行政との協働によるまちづくりの推進

　地域分権時代にふさわしい主体的なまちづくりを行うため、積極的に市政情報を提供し、市

民との情報の共有を図り、市民参加の促進と地域協働による行政運営を推進します。

　また、市職員も各種イベントや地域活動に積極的に参加するよう意識改革に努めます。
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（8）行政手続き等の公正の確保と透明性の向上

①行政手続き制度の適正な運用と監査機能の充実

　市が行う行政処分や市民からの届出に関して公正の確保と透明性の向上を図り、行政手続

制度の適正な運用と監査機能の充実強化に努めます。

②情報公開の推進

　市民への説明責任を果たすとともに行政情報の市民との共有化を図るため、積極的な情報

公開と提供を推進します。

③情報提供の充実

　行政の執行にあたり、内容や進捗状況等に関する幅広い情報について積極的に広報を行い

ます。

（9）「第２次竹田市総合計画」の推進

　 　令和５年３月に策定した「第２次竹田市総合計画」に基づき、新たな時代にふさわしい自治体

経営を目指し、持続可能な本市の実現に向けて市民・事業者・行政の協働により事業を推進

していきます。

（1）財政の健全化及び財源の確保

①財政健全化の推進

　経済情勢の変化に伴う厳しい財政状況に的確に対応するため、自主的かつ計画的に財政構造

の改善を図ります。

　中期財政計画の策定や財務指標の適正な管理に努め、財政状況を市民にわかりやすく公表す

ることにより透明性の高い財政運営に努めます。

②地方公会計の整備促進

　現金主義では見えにくい資産・負債や行政コストに関する財務情報の開示といった観点から、複

式簿記・発生主義といった企業会計の考え方及び手法を導入した公会計の財務書類の整備を進

め、財政状況の透明性を図ります。

③投資的経費の見直し

　普通建設事業については公共施設整備計画に基づき、財源や緊急度及び投資効果等を精査

のうえ執行を図ります。

財政改革
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④市有財産の効率的な管理運営と歳入確保

　市有財産の現状把握に努め、毎年度評価を行うことで効率的な管理運営に努めます。

　また、遊休市有財産については売却等適切な方法で積極的に処分を行い、歳入の確保に努

めます。

⑤公共施設等の総合的かつ計画的な管理

　今後も厳しい財政状況が見込まれるなか、過去に建設された公共施設が大量に更新時期を

迎えます。また人口減少・少子高齢化の進展等により、公共施設の利用需要の変化が想定され

ます。公共施設等を総合的かつ計画的に管理することにより、財政負担の軽減・平準化を図る必

要があります。

　「公共施設等総合管理計画」に基づき、計画的に公共施設の管理を行います。

　（※計画に基づく公共施設等の除却経費・・・・・地方債の特例措置有）

⑥補助金等の節減合理化

　補助金等の節減合理化を図り、予算の適正な執行を図ります。所期の目的を終えたものや効果が

少ないものについては、原則、廃止・縮減を図ります。

⑦公債費の見直し

　既発行債の借入先、利率、償還年数、償還額を把握し、繰上償還を検討するなど公債費の平準

化に努めます。また、新規発行については交付税措置のある優良債の活用に努め、後年度の財

政負担を正確に把握して適正な発行規模に努めます。

⑧債権回収対策による自主財源の確保

　市税をはじめとする自主財源については年々減少傾向であり、財政運営上厳しい状況にあり

ます。自主財源確保の観点から、税務課収納管理室を中心として、効率的な歳入確保、滞納

整理の強化等収納率の向上を図ります。

（1）人材の育成及び効率的な人事管理

①職員の意識改革

　推進に当たっては既存の枠組や従来の発想にとらわれず、柔軟な姿勢で政策・制度の企画立

案に取組むことが重要です。地方分権時代において、地方自治の意思決定をなすため、職員自

ら政策の方向や実施方法を考え、行政運営に当たる必要があります。このためには、職員の意識

改革が不可欠です。

意識改革
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②職員の資質向上

　地方分権社会に対応するため、職員一人ひとりの政策形成能力や説明責任能力、実践能力な

どが求められます。職場における実務研修や研修所等における研修を積極的に行い、自己啓発

のための各種研修機会の拡充を図る等、職員の資質の向上に努めます。

③能力及び実績に基づく人事管理

　職員がその職務を遂行するに当たり個々の能力及び業績を適切に評価できる人事評価制度

を導入し、人事管理の基礎とします。

④適材適所の人材配置と民間登用の推進

　適材適所の人材配置に努めるとともに、職員能力を発揮しやすい体制づくりに努めます。

　また、技術者等の人材確保が難しい社会情勢の中、民間等からスキルを持った人材の登用

を行い、市民サービスの低下を防ぎます。併せて若手職員への技術継承を図ります。

⑤効率的な人員配置

　課や係等の組織機構の見直しや統廃合などを実施し職員の適正な配置を行うとともに、行政

需要に柔軟に対応できる組織づくりに努めます。

⑥地域活動等（市主催行事を含む。）への積極的参加

　市主催行事や自治会活動、社会教育活動、清掃活動などの地域活動に積極的に参加して

地域住民との交流を図るとともに、市民の行政ニーズを迅速、的確に把握することによりそれに

応える手法や施策を展開できるよう努めます。

4　行財政改革の推進

（1）推進期間

　大綱の推進期間は、令和７年度（2025年度）から令和１１年度（2029年度）までの5か年間と

します。

（2）推進体制

　行財政改革の推進体制として、行財政改革推進本部及び専門部会を設置します。

　また、市民の意見を反映させるため、民間の有識者からなる行財政改革推進委員会を必要に

応じて設置します。

（3）実施及び進行管理

　行財政改革推進本部において取組の進行管理を行うとともに、進捗状況について広報紙や

ホームページなどを通じて広く市民に周知いたします。
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（4）具体的な実施項目

　第５次大綱に掲げた取組を着実に実行するため竹田市行財政改革推進本部会議を複数回

開催します。会議では、廃止・見直し提案を基本とし、新たな取り組みについては随時提案を

受付け、議論を深めて意思決定していきます。

《相互連携して、市民サービスの向上に努めます。》

竹田市本庁舎

竹田市荻庁舎

竹田市久住庁舎

竹田市直入庁舎

相
互
連
携
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竹田市役所総務課行政改革推進室
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